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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第59期 

第１四半期累計期間 
第60期 

第１四半期累計期間 
第59期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （千円） 2,690,667 3,234,440 25,530,803 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △355,707 △321,969 2,023,578 

四半期純損失（△）又は当期純利

益 
（千円） △258,464 △236,213 1,069,908 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 1,445,600 1,445,600 1,445,600 

発行済株式総数 （株） 6,306,000 6,306,000 6,306,000 

純資産額 （千円） 9,287,495 10,401,906 10,653,659 

総資産額 （千円） 14,987,348 17,259,346 19,643,336 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額 

（円） △41.01 △37.48 169.76 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 15.00 

自己資本比率 （％） 61.97 60.27 54.24 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第59期は潜在株式が存在しないため、第

59期第１四半期累計期間及び第60期第１四半期累計期間については１株当たり四半期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）経営成績の分析

  当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融政策により企業収益や雇用・所得環境に改

善の動きが見られるなど、景気は緩やかな回復基調となりました。

  このような状況のもと、当社は、総合厨房機器メーカーとして、最近、ますます注目の集まる「食の安全・安

心」に繋がる厨房機器・厨房システムの提案に心がけ、営業部門、生産部門及び管理部門の各部門が一体となって

業績の向上に取り組んでまいりました。

  以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は32億34百万円（前年同四半期は26億90百万円の売上高）、経常損

失は３億21百万円（前年同四半期は３億55百万円の経常損失）、四半期純損失は２億36百万円（前年同四半期は２

億58百万円の四半期純損失）となりました。なお、当社は、主要販売先である学校給食関連の納期が夏季及び年度

末に集中しているため、売上高等が第１、第３四半期会計期間に比べて第２、第４四半期会計期間に高くなる傾向

にあり、受注状況につきましては順調に推移いたしております。

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

 なお、前年第３四半期会計期間より、不動産賃貸事業を開始したことに伴い、報告セグメントの区分を変更して

おり、以下の前年同四半期比較については、変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①業務用厨房機器製造販売事業

 業務用厨房機器製造販売事業につきましては、売上高は32億６百万円（前年同四半期は26億90百万円の売上

高）、セグメント損失は３億61百万円（前年同四半期は３億87百万円のセグメント損失）となりました。

②不動産賃貸事業

 平成26年12月に開始した不動産賃貸事業につきましては、売上高は28百万円、セグメント利益は11百万円とな

りました。

 

(2）財政状態の分析

 当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ23億83百万円減少し、172億59百万円となりまし

た。これは主に、現金及び預金が15億80百万円、商品及び製品が９億７百万円、投資有価証券が１億19百万円、短

期繰延税金資産が１億４百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が51億71百万円減少したことなどによるもの

であります。

 負債合計は、前事業年度末に比べ21億32百万円減少し、68億57百万円となりました。これは主に、賞与引当金が

１億27百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が14億34百万円、未払法人税等が４億46百万円、長期借入金が

２億50百万円、その他の流動負債が１億57百万円減少したことなどによるものであります。

 純資産合計は、前事業年度末に比べ２億51百万円減少し、104億１百万円となりました。これは主に、その他有

価証券評価差額金が79百万円増加したものの、四半期純損失を２億36百万円計上し、また、剰余金の配当が94百万

円あったことなどによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

  当第１四半期累計期間における研究開発スタッフは32名、また、研究開発費は23百万円となっております。

    なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

- 2 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,306,000 6,306,000
東京証券取引所 

市場第二部

単元株式数

100株

計 6,306,000 6,306,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成27年４月１日～

 平成27年６月30日
－ 6,306,000 － 1,445,600 － 1,537,125

 

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     3,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式      6,301,400 63,014 －

単元未満株式 普通株式          1,200 － －

発行済株式総数 6,306,000 － －

総株主の議決権 － 63,014 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

 (自己保有株式）

株式会社中西製作所
大阪市生野区巽南5-4-14 3,400 － 3,400 0.05

計 － 3,400 － 3,400 0.05

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,826,505 3,407,112 

受取手形及び売掛金 8,063,392 2,891,778 

商品及び製品 674,931 1,582,484 

仕掛品 531,627 511,157 

原材料及び貯蔵品 375,512 469,672 

繰延税金資産 163,975 268,873 

その他 109,098 158,701 

貸倒引当金 △5,710 △2,050 

流動資産合計 11,739,333 9,287,728 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 2,441,770 2,437,563 

土地 3,528,031 3,528,031 

その他（純額） 469,078 452,725 

有形固定資産合計 6,438,880 6,418,320 

無形固定資産 332,118 326,384 

投資その他の資産    

投資有価証券 662,898 782,138 

前払年金費用 108,280 128,527 

繰延税金資産 197,353 153,288 

その他 187,070 185,644 

貸倒引当金 △22,598 △22,687 

投資その他の資産合計 1,133,004 1,226,911 

固定資産合計 7,904,003 7,971,617 

資産合計 19,643,336 17,259,346 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,129,328 2,694,640 

短期借入金 400,000 400,000 

1年内返済予定の長期借入金 500,000 500,000 

未払費用 191,345 220,422 

未払法人税等 468,302 22,138 

賞与引当金 261,423 389,359 

その他 567,623 410,574 

流動負債合計 6,518,023 4,637,135 

固定負債    

長期借入金 1,300,000 1,050,000 

長期未払金 285,637 285,637 

退職給付引当金 806,494 806,214 

その他 79,521 78,452 

固定負債合計 2,471,653 2,220,303 

負債合計 8,989,676 6,857,439 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,445,600 1,445,600 

資本剰余金 1,537,125 1,537,125 

利益剰余金 7,929,939 7,599,186 

自己株式 △2,477 △2,477 

株主資本合計 10,910,186 10,579,434 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 248,810 327,937 

繰延ヘッジ損益 708 580 

土地再評価差額金 △506,045 △506,045 

評価・換算差額等合計 △256,527 △177,527 

純資産合計 10,653,659 10,401,906 

負債純資産合計 19,643,336 17,259,346 
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 ※ 2,690,667 ※ 3,234,440 

売上原価 2,020,211 2,479,706 

売上総利益 670,456 754,734 

販売費及び一般管理費 1,058,014 1,105,263 

営業損失（△） △387,558 △350,529 

営業外収益    

受取配当金 6,623 7,891 

仕入割引 20,139 18,892 

その他 7,163 7,286 

営業外収益合計 33,926 34,070 

営業外費用    

支払利息 1,313 3,441 

売上割引 566 2,053 

その他 195 15 

営業外費用合計 2,075 5,510 

経常損失（△） △355,707 △321,969 

特別利益    

固定資産売却益 185 － 

特別利益合計 185 － 

特別損失    

固定資産除却損 5 － 

特別損失合計 5 － 

税引前四半期純損失（△） △355,527 △321,969 

法人税、住民税及び事業税 13,304 12,422 

法人税等調整額 △110,367 △98,177 

法人税等合計 △97,063 △85,755 

四半期純損失（△） △258,464 △236,213 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会

計基準」という。）等を当第１四半期会計期間から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計

上する方法に変更しております。また、当第１四半期会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期会計期間の四半期財務諸

表に反映させる方法に変更しております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項

(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期会計期間の期首時点から将来にわたって適用しており

ます。

 なお、当第１四半期累計期間において、四半期財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期損益計算書関係）

※ 売上高の季節的変動

前第１四半期累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自  平成27

年４月１日  至  平成27年６月30日）

  当社は、学校給食設備等の納期が夏季及び年度末に集中しているため、売上高が第１、第３四半期会計期間に比

べて第２、第４四半期会計期間に高くなる傾向にあります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

減価償却費 32,673千円 63,109千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 94,540 15.00  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 

定時株主総会
普通株式 94,538 15.00  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

当社は、業務用厨房機器の製造、販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

  報告セグメント 

調整額 
四半期損益計算

書計上額 
 

業務用厨房機器
製造販売事業 

不動産賃貸事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 3,206,401 28,039 3,234,440 － 3,234,440 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － 

計 3,206,401 28,039 3,234,440 － 3,234,440 

セグメント利益又は損失

（△） 
△361,944 11,415 △350,529 － △350,529 

 （注）各報告セグメントにおける利益又は損失は、営業損失を使用しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

 前第３四半期会計期間より、新たに不動産賃貸事業を開始したため、前第３四半期累計期間より「業務用厨

房機器製造販売事業」及び「不動産賃貸事業」の２つの報告セグメントとして記載する方法に変更しておりま

す。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 41.01円 37.48円

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（千円） 258,464 236,213

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 258,464 236,213

普通株式の期中平均株式数（株） 6,302,634 6,302,589

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月11日

株式会社中西製作所 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小竹 伸幸  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 秀男  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中西製

作所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第60期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中西製作所の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成27年８月11日

【会社名】 株式会社中西製作所

【英訳名】 NAKANISHI MFG.CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中西 昭夫

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市生野区巽南五丁目４番14号

【縦覧に供する場所】 株式会社中西製作所 東京本社

（東京都中央区新川一丁目26番２号）

株式会社中西製作所 名古屋支店

（名古屋市中村区名駅南三丁目13番20号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役中西昭夫は、当社の第60期第１四半期（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。

 


